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１．金融庁のこれまでの取組み
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2016年12月22日に公表された、金融審議会市場ワーキング・グループ報告において、以下のような内容が示された。

• これまで、金融商品の分かりやすさの向上や、利益相反管理体制の整備といった目的で法令改正等が行われ、投資者保護のため
の取組みが進められてきたが、一方で、これらが最低基準（ミニマム・スタンダード）となり、形式的・画一的な対応を助長してき
た面も指摘できる。

• 本来、金融事業者が自ら主体的に創意工夫を発揮し、ベスト・プラクティスを目指して顧客本位の良質な金融商品・サービスの
提供を競い合い、より良い取組みを行う金融事業者が選択されていくメカニズムの実現が望ましい。

• そのためには、従来型のルールベースでの対応のみを重ねるのでなく、プリンシプルベースのアプローチを用いることが有効であると
考えられる。具体的には、当局において、顧客本位の業務運営に関する原則を策定し、金融事業者に受け入れを呼びかけ、金融
事業者が、原則を踏まえて何が顧客のためになるかを真剣に考え、横並びに陥ることなく、より良い金融商品・サービスの提供を競い
合うよう促していくことが適当である。

経緯及び背景

➢17年1月19日、金融審議会市場ワーキング・グループ報告を踏まえ、金融庁において、「顧客本位の業務運営に関する原則
（案）」をとりまとめ、公表（パブリックコメント期間：17年1月19日～2月20日）。

➢17年3月30日、金融庁において、「顧客本位の業務運営に関する原則」及び「『顧客本位の業務運営に関する原則』の定着に向
けた取組み」を公表。
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金融事業者が顧客本位の業務運営におけるベスト・プラクティスを目指す上で有用と考えられる原則を定めるもの。

本原則の目的

「金融事業者」という用語を特に定義していない。顧客本位の業務運営を目指す金融事業者において幅広く採択されることを期待。

本原則の対象

「プリンシプルベース・アプローチ」を採用。

• 本原則を採択する場合、原則１に従って、顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策定・公表した上で、当該方針に
係る取組状況を定期的に公表するとともに、当該方針を定期的に見直す。

• 当該方針には、原則２～７に示されている内容について、実施する場合には、原則に付されている（注）も含めてその対応方針を、
実施しない場合にはその理由や代替策を、分かりやすい表現で盛り込む。

本原則の採用するアプローチ

「顧客本位の業務運営に関する原則」の策定
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１．金融庁のこれまでの取組み （２）顧客本位の業務運営の確立と定着－①



１．顧客本位の業務運営に関する方針の策定・公表等

２．顧客の最善の利益の追求

３．利益相反の適切な
管理

４．手数料等の明確化

５．重要な情報の
分かりやすい提供

６．顧客にふさわしい
サービスの提供

７．従業員に対する適切な動機づけの枠組み等

「顧客本位の業務運営に関する原則」の策定
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１．金融庁のこれまでの取組み （２）顧客本位の業務運営の確立と定着－②
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（注２）「共通KPI」公表社数は、３指標の共通KPIのうち、1指標以上公表してい
る事業者を集計

（注３） ★は、「原則」採択から１年経過しても取組成果未公表の事業者（「原則」
採択の目的化懸念）

（資料）金融庁

【「原則」採択・KPIの公表は、量的には拡大】
 19年９月末までに「顧客本位の業務運営に関する原則」（以下、「原則」）を採択し取組方針を公表した金融事業者（以下、事
業者）は1,729社（18年９月末比241社増加）。業態的には、保険会社等・金商業者等へ、同一業態内でも、大手から中小
規模事業者へ、と広がりを見せる。

 うち836社（同420社増加）が「自主的なKPI」を、 357社（同318社増加）が「投資信託の販売会社における比較可能な
共通KPI」（以下、「共通KPI」）を 公表。
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人を含む。協同金融は、協同組織金融機関等。金商業者等は、金融商品取引業者
等。その他には、銀行等代理業者、金融会社を含む

（資料）金融庁

１．金融庁のこれまでの取組み （３）「原則」の採択及び自主的なKPIの設定状況の公表 ‒ ①
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注１）19年９月末時点
（注２）都市銀行等には、外国銀行を含む。地域銀行は、地域銀行及びその銀行持

株会社。保険会社には、少額短期保険業者、保険仲立人、保険代理店、生命保
険募集人を含む。協同金融は、協同組織金融機関等。金商業者等は、金融商
品取引業者等。その他には、銀行等代理業者、金融会社を含む

（注３）JAバンクは、JAバンク全体の共通KPIを公表している先（42）、所在する府県単
位の数値を公表している先（94）、個別JA単位の数値を公表している先（74）と、
公表単位に違いがあり。共通KPIの公表事業者としては、個別JA単位での公表
先のみを集計し、 JAバンク全体や所在する府県単位の数値を公表している先
は、自主的なKPI公表事業者に含む

（資料）金融庁



 銀行における自主的なKPIには、以下の事項が公表数上位に並ぶ。
• 提供しているサービスや商品に係る事項（FP等資格保有者・保有比率、顧客向けセミナーの開催回数・参加者数、運用商
品の商品ラインナップなど）
• 取引規模に係る事項（積立商品保有者数、預り資産残高など）

順位 自主的なＫＰＩ 行数

1 FP等資格保有者や保有比率 83

2 顧客向けセミナーの開催回数や参加者数 77

2 積立商品保有者数 77

4 預り資産残高 71

4 運用商品の商品ラインナップ 71

6 預り資産保有者数 62

★6 販売上位商品 58
★8 投信販売額（分配頻度別） 51

9 積立商品振替金額 33

9 NISA・つみたてNISAの利用者数や残高 33

順位 自主的なＫＰＩ 行数
★11 投信の平均保有期間 29

11 研修等の開催実績（回数や参加人数） 29

13 ノーロード商品数や販売商品に占める割合 26

14 顧客満足度調査またはNPS 24
★15 コア商品の販売額や保有残高、保有顧客数 23

16 アフターフォロー実施件数・実施比率 21
★17 販売に占める積立投資の割合 14

18 （保険商品の）手数料開示商品数・比率 13

19 投信のグループ会社商品販売比率 12
★20 分配金対残高比率 11

（注１）18年９月末時点
（注２）主要行等９行および地域銀行105行が公表した自主的KPIを集計
（注３）★は金融庁が挙げた好事例
（資料）金融庁

自主的なKPI上位20指標（主要行等および地域銀行）
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１．金融庁のこれまでの取組み （３）「原則」の採択及び自主的なKPIの設定状況の公表 ‒ ②
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【公表姿勢に関しては、依然、一部に懸念事例あり】

 量的拡大の一方で、取組方針の公表状況については、依然として、 「原則」の文言を、過度に簡略化したり若干変えたりした程度
のものなど、「原則」の趣旨を自ら咀嚼し、具体的に実践する姿勢が欠如していると考えられる事例が散見され、明確な取組方針の
公表が望まれる。

 KPI（取組成果）については、取組方針上は、取組成果を「定期的に公表する」と記載しているにも係らず、未公表な先が見られ、
採択事業者には、「原則」*に則り、取組成果（自主的なKPIや共通KPI）の公表が望まれる。

原則１．金融事業者は、顧客本位の業務運営を実現するための明確な方針を策定・公表するとともに、当該方針に係る取組
状況を定期的に公表すべきである。当該方針は、より良い業務運営を実現するため、定期的に見直されるべきである。

 このほか、取組成果として、投資信託の共通KPIのみの公表に止まり、その他の取組成果が未公表であったり、定性情報のみで
定量情報がなく、進捗状況がわかりにくい事例も見られる。

 また、当庁の顧客意識調査において、自主的なKPIの中には、顧客の関心度が低い指標もあるとの分析結果が得られており、顧
客にとって真に必要な情報が何かの観点で、現行指標を精査した上で、必要に応じて、現行指標の見直しや新たな指標の設定
が望まれる。

１．金融庁のこれまでの取組み （３）「原則」の採択及び自主的なKPIの設定状況の公表 ‒ ③
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 長期的にリスクや手数料等に見合ったリターンがどの程度生じているかを表す３指標を「共通KPI」として設定。これらは、現
時点において販売会社が保有するデータから算出可能で、ビジネスモデルに依らず比較が可能且つ端的な指標として考えら
れるもの。

① 運用損益別顧客比率
（保有投資信託にどのくらいのリターンが生じているか）

 顧客は「共通KPI」と「自主的なKPI」を併せ、金融事業者の取組状況を総合的に判断可能。「共通KPI」についても、特定の
指標のみではなく、複数の指標を見ていくこと、かつ時系列でみることが重要。

 販売会社において自社の数値の公表を期待。今後、「共通KPI」については、金融事業者の取組状況（システム対応等）
を踏まえ、必要に応じて改善。

 今後、投資信託の販売会社以外の業態においても、比較可能なKPIの指標に関する検討を進めていく。

② 投信預り残高上位20銘柄のコスト・リターン
③ 投信預り残高上位20銘柄のリスク・リターン

（どのようなリターン実績を持つ商品を顧客に多く提供してきたか）

 金融事業者により内容が区々であり、顧客が良質の商品・サービスを提供する事業者を選ぶことは必ずしも容易ではない。
 金融事業者間で比較できるように、統一的な情報を金融事業者に公表させることが望ましい、との要望。

「自主的なKPI」

投資信託の販売会社における比較可能な「共通KPI」

見方及び今後の展開
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１．金融庁のこれまでの取組み （４）投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI ‒ ①
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■投資信託の運用損益別顧客比率(業態別の単純平均)

（注１）基準日19年３月末。19年９月末までに金融庁に報告があった金融事業者（274先）
の公表データを集計（単純平均）

（注２）各業態の右端のパーセンテージは、運用損益率0％以上の顧客割合（小数点以下
四捨五入）

（注３）各業態の右側の（ ）内数値は、公表先数
（注４）協同金融にＪＡバンクを含む
（資料）金融庁
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【運用損益率０％以上顧客比率は前年比12％改善】
 19年９月末時点で、19年３月末基準の運用損益率０％以上顧客比率（単純平均）は、全業態平均で66％（274社平
均）と、前年比12％上昇。 ボリュームゾーンは、-10％以上０％未満（18年３月末基準）から、０％以上+10％未満（19
年３月末基準）へシフト。業態別では、対面証券や地域銀行対比、投資運用会社や協同金融が良好な水準。

１．金融庁のこれまでの取組み （４）投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI ‒ ②
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6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
4%

6
5%

6
5%

6
5%

6
5%

6
5%

6
6%

6
6%

6
6%

6
6%

6
7%

6
7%

6
7%

6
7%

6
8%

6
8%

6
8%

6
8%

6
8%

6
9%

6
9%

7
0%

7
0%

7
0%

7
0%

7
0%

7
1%

7
1%

7
1%

7
2%

7
2%

7
3%

7
3%

7
3%

7
4%

7
4%

7
4%

7
5%

7
5%

7
6%

7
6%

7
7%

7
8%

7
9%

8
0%

8
2%

8
3%

8
0%

6
0%

4
0
%

2
0%

0
%

2
0%

4
0%

6
0%

8
0%

1
0
0
%

凡
例

あ
お
ぞ
ら
銀
行

長
崎
銀
行

十
八
銀
行

熊
本
銀
行

北
國
銀
行

横
浜
銀
行

千
葉
興
業
銀
行

親
和
銀
行

香
川
銀
行

大
正
銀
行

愛
媛
銀
行

千
葉
銀
行

池
田
泉
州
銀
行

百
十
四
銀
行

富
山
銀
行

中
京
銀
行

き
ら
ぼ
し
銀
行

三
井
住
友
信
託
銀
行

但
馬
銀
行

北
洋
銀
行

佐
賀
銀
行

徳
島
銀
行

栃
木
銀
行

紀
陽
銀
行

大
分
銀
行

イ
オ
ン
銀
行

京
葉
銀
行

京
都
銀
行

鳥
取
銀
行

秋
田
銀
行

関
西
み
ら
い
銀
行
（
旧
関
西
ア
ー
バ
ン
銀
行
）

第
三
銀
行

神
奈
川
銀
行

高
知
銀
行

北
都
銀
行

百
五
銀
行

青
森
銀
行

北
日
本
銀
行

福
岡
銀
行

沖
縄
銀
行

清
水
銀
行

福
邦
銀
行

四
国
銀
行

三
井
住
友
銀
行

み
な
と
銀
行

筑
邦
銀
行

富
山
第
一
銀
行

み
ち
の
く
銀
行

筑
波
銀
行

広
島
銀
行

沖
縄
海
邦
銀
行

滋
賀
銀
行

西
京
銀
行

静
岡
中
央
銀
行

宮
崎
太
陽
銀
行

三
菱
U
F
J
信
託
銀
行

南
都
銀
行

西
日
本
シ
テ
ィ
銀
行

第
四
銀
行

宮
崎
銀
行

北
越
銀
行

山
梨
中
央
銀
行

愛
知
銀
行

肥
後
銀
行

伊
予
銀
行

三
重
銀
行

常
陽
銀
行

関
西
み
ら
い
銀
行
（
旧
近
畿
大
阪
銀
行
）

荘
内
銀
行

中
国
銀
行

琉
球
銀
行

大
光
銀
行

群
馬
銀
行

東
日
本
銀
行

仙
台
銀
行

島
根
銀
行

長
野
銀
行

阿
波
銀
行

福
島
銀
行

豊
和
銀
行

山
形
銀
行

佐
賀
共
栄
銀
行

十
六
銀
行

ジ
ャ
パ
ン
ネ
ッ
ト
銀
行

三
菱
U
F
J
銀
行

名
古
屋
銀
行

七
十
七
銀
行

静
岡
銀
行

大
垣
共
立
銀
行

東
北
銀
行

岩
手
銀
行

み
ず
ほ
信
託
銀
行

み
ず
ほ
銀
行

き
ら
や
か
銀
行

大
東
銀
行

新
生
銀
行

八
十
二
銀
行

鹿
児
島
銀
行

足
利
銀
行

山
陰
合
同
銀
行

り
そ
な
銀
行

福
井
銀
行

東
和
銀
行

も
み
じ
銀
行

埼
玉
り
そ
な
銀
行

S
M
B
C
信
託
銀
行

ゆ
う
ち
ょ
銀
行

東
邦
銀
行

南
日
本
銀
行

オ
リ
ッ
ク
ス
銀
行

北
九
州
銀
行

ソ
ニ
ー
銀
行

ス
ル
ガ
銀
行

山
口
銀
行

6
5.7
%

（
全
業
態
平
均
） （顧
客
比
率
）

（
注
１
）
基
準
日
は
1
9
年
３
月
末

（
注
２
）
1
9
年
９
月
末
ま
で
に
、
金
融
庁
に
報
告
が
あ
っ
た
主
要
行
・
地
域
銀
行
（
1
1
3
先
）
の
公
表
デ
ー
タ
を
集
計

（
注
３
）
各
社
の
右
端
の
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
は
、
運
用
損
益
率
0％
以
上
の
顧
客
割
合
（
小
数
点
以
下
四
捨
五
入
）

（
資
料
）
金
融
庁

■
運
用
損
益
別
顧
客
比
率
（
主
要
行
等
・地
域
銀
行
）

（
運
用
損
益
率
０
％
以
上
の
顧
客
割
合
が
高
い
順
）

【参
考
】
運
用
損
益
別
顧
客
比
率
（
投
資
信
託
-
①
）

11
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0
％
以
上

+
1
0
％
未
満

+
1
0
％
以
上

+
3
0
％
未
満

+
3
0
％
以
上

+
5
0
％
未
満

＋
5
0
％
以
上

-
1
0
％
以
上

0
％
未
満

-
3
0
％
以
上

-
1
0
％
未
満

-
5
0
％
以
上

-
3
0
％
未
満

-
5
0
％
未
満

40%
52%
59%
63%
63%
64%
65%
67%
67%
67%
68%
68%
68%
69%
69%
71%
72%
72%
73%
74%
74%
74%
74%
75%
75%
75%
75%
75%
75%
76%
76%
76%
76%
77%
77%
78%
78%
78%
78%
79%
79%
79%
80%
80%
80%
80%
81%
81%
81%
82%
82%
83%
84%
84%
84%
84%
85%
85%
85%
86%
86%
86%
87%
87%
87%
88%
88%
89%
89%
89%
89%
90%
90%
92%
94%
95%
96%
96%
98%

80%
60%

40%
20%

0%
20%

40%
60%

80%
100%

凡
例

飯
能
信
用
金
庫

新
潟
信
用
金
庫

青
和
信
用
組
合

東
海
労
働
金
庫

大
川
信
用
金
庫

広
島
信
用
金
庫

し
の
の
め
信
用
金
庫

兵
庫
信
用
金
庫

川
口
信
用
金
庫

東
春
信
用
金
庫

横
浜
信
用
金
庫

北
お
お
さ
か
信
用
金
庫

旭
川
信
用
金
庫

中
央
労
働
金
庫

近
畿
労
働
金
庫

富
士
宮
信
用
金
庫

湘
南
信
用
金
庫

京
都
中
央
信
用
金
庫

多
摩
信
用
金
庫

須
賀
川
信
用
金
庫

姫
路
信
用
金
庫

佐
野
信
用
金
庫

京
都
信
用
金
庫

岐
阜
信
用
金
庫

碧
海
信
用
金
庫

三
島
信
用
金
庫

呉
信
用
金
庫

播
州
信
用
金
庫

尼
崎
信
用
金
庫

水
戸
信
用
金
庫

桐
生
信
用
金
庫

三
条
信
用
金
庫

半
田
信
用
金
庫

高
崎
信
用
金
庫

大
阪
信
用
金
庫

帯
広
信
用
金
庫

知
多
信
用
金
庫

朝
日
信
用
金
庫

九
州
労
働
金
庫

北
海
道
労
働
金
庫

き
の
く
に
信
用
金
庫

興
能
信
用
金
庫

沖
縄
労
働
金
庫

飯
田
信
用
金
庫

静
岡
労
働
金
庫

京
都
北
都
信
用
金
庫

足
利
小
山
信
用
金
庫

八
幡
信
用
金
庫

結
城
信
用
金
庫

大
牟
田
柳
川
信
用
金
庫

福
井
信
用
金
庫

い
ち
い
信
用
金
庫

神
戸
信
用
金
庫

千
葉
信
用
金
庫

金
沢
信
用
金
庫

西
武
信
用
金
庫

の
と
共
栄
信
用
金
庫

長
野
信
用
金
庫

二
本
松
信
用
金
庫

杜
の
都
信
用
金
庫

静
清
信
用
金
庫

福
島
信
用
金
庫

会
津
信
用
金
庫

松
本
信
用
金
庫

JA
バ
ン
ク

吉
備
信
用
金
庫

北
海
道
信
用
金
庫

津
山
信
用
金
庫

愛
媛
信
用
金
庫

亀
有
信
用
金
庫

新
潟
縣
信
用
組
合

観
音
寺
信
用
金
庫

玉
島
信
用
金
庫

北
群
馬
信
用
金
庫

中
兵
庫
信
用
金
庫

沼
津
信
用
金
庫

し
ま
な
み
信
用
金
庫

館
林
信
用
金
庫

尾
西
信
用
金
庫

（
顧
客
比
率
）

6
5.7
％

（全
業
態
平
均
）

（
注
１
）
基
準
日
は
1
9
年
３
月
末

（
注
２
）
1
9
年
９
月
末
ま
で
に
、
金
融
庁
に
報
告
が
あ
っ
た
協
同
組
織
金
融
機
関
（
7
9
先
）
の
公
表
デ
ー
タ
を
集
計

（
注
３
）
各
社
の
右
端
の
パ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
は
、
運
用
損
益
率
0％
以
上
の
顧
客
割
合
（
小
数
点
以
下
四
捨
五
入
）

（
注
４
）
J
A
バ
ン
ク
は
全
国
ベ
ー
ス
の
数
値
を
計
上

（
資
料
）
金
融
庁

■
運
用
損
益
別
顧
客
比
率
（
協
同
金
融
）

（
運
用
損
益
率
０
％
以
上
の
顧
客
割
合
が
高
い
順
）

【参
考
】
運
用
損
益
別
顧
客
比
率
（
投
資
信
託
-
②
）
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0％以上

+10％未満

+10％以上

+30％未満

+30％以上

+50％未満

＋50％以上-10％以上

0％未満
-30％以上

-10％未満

-50％以上

-30％未満

-50％未満

45%

46%

55%

58%

71%

73%

73%

75%

75%

76%

78%

82%

84%

87%

89%

95%

98%

80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

レオス・キャピタルワークス

アイ・コーポレーション

GMOクリック証券

岡三オンライン証券

SBI証券

アスユー

GAIA

カブドットコム証券

楽天証券

第一生命保険

フィデリティ証券

鎌倉投信

コモンズ投信

グローバー・アセット・マネジメント

財コンサルティング

ありがとう投信

セゾン投信

（顧客比率）

65.7％

（全業態平均）

0％以上

+10％未満

+10％以上

+30％未満

+30％以上

+50％未満 ＋50％以上

-10％以上

0％未満

-30％以上

-10％未満

-50％以上

-30％未満-50％未満

22%

26%

30%

31%

32%

36%

37%

38%

39%

40%

43%

43%

44%

44%

45%

45%

46%

47%

47%

47%

47%

47%

47%

47%

48%

48%

50%

50%

50%

50%

51%

52%

53%

54%

54%

54%

55%

57%

57%

57%

57%

58%

58%

58%

59%

62%

62%

62%

62%

63%

64%

64%

64%

65%

66%

68%

69%

69%

71%

75%

75%

76%

77%

79%

80%

80% 60% 40% 20% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

池田泉州TT証券

七十七証券

武甲証券

とうほう証券

ぐんぎん証券

東武証券

ほくほくTT証券

第四証券

ニュース証券

明和証券

三菱UFJモルガン・スタンレーPB証券

四国アライアンス証券

播陽証券

FFG証券

ワイエム証券

西日本シティTT証券

八十二証券

水戸証券

ひろぎん証券

日産証券

九州FG証券

安藤証券

廣田証券

岡三証券

あかつき証券

とちぎんTT証券

光証券

内藤証券

ごうぎん証券

浜銀TT証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

北洋証券

極東証券

岡三にいがた証券

東洋証券

エイチ・エス証券

丸八証券

リテラ・クレア証券

エース証券

山形證券

ちばぎん証券

百五証券

いちよし証券

めぶき証券

静銀ティーエム証券

長野證券

益茂証券

東海東京証券

永和証券

アーク証券

大和証券

むさし証券

SMBC日興証券

中銀証券

みずほ証券

IS証券

岩井コスモ証券

木村証券

三津井証券

証券ジャパン

中原証券

PWM日本証券

丸三証券

大万証券

野村證券

（顧客比率）

65.7％

（全業態平均）

（注１）基準日は19年３月末
（注２）19年９月末までに、金融庁に報告があった金融事業者（17先）の公表データを集計
（注３）各社の右端のパーセンテージは、運用損益率0％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（資料）金融庁

（注１）基準日は19年３月末
（注２）19年９月末までに、金融庁に報告があった証券会社（65先）の公表データを集計
（注３）各社の右端のパーセンテージは、運用損益率0％以上の顧客割合（小数点以下四捨五入）
（資料）金融庁

【参考】 運用損益別顧客比率（投資信託 - ③）

13

■運用損益別顧客比率（その他事業者）
（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）

■運用損益別顧客比率（(対面)証券）
（運用損益率０％以上の顧客割合が高い順）
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-8
0
%

-6
0
%

-4
0
%

-2
0
%

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

■運用損益別顧客比率(全業態)(右から、運用損益率０％以上の顧客割合が高い順)

（注１）基準日は19年３月末 （注２）19年９月末までに、金融庁に報告があった金融事業者（274先）のデータを集計 （注3）その他事業者とは、投資運用会社・IFA・保険会社等 （資料）金融庁

100%
80%

60%
40%

20%
0%

20%
40%

60%
80%

 ■主要行等（15先） ■地域銀行（98先） ■協同金融（79先）■証券会社（71先） ■その他事業者（11先）

運用損益率が0％以上となっている顧客の割合

運用損益率が0％未満となっている顧客の割合

【参考】 運用損益別顧客比率（投資信託 - ④）
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0%

5%

10%

15%

0% 1% 2% 3%

主要行等・地域銀行
協同金融
（対面）証券
ネット系証券
投資運用業者
その他
全体平均

コスト
（低） （高）

（高）

（低）

リ
タ
ー
ン

0%

5%

10%

15%

6% 10% 14% 18% 22%

主要行等・地域銀行
協同金融
（対面）証券
ネット系証券
投資運用業者
その他
全体平均

リスク
（低） （高）

（高）

（低）

リ
タ
ー
ン

■投資信託のリスク・リターン（全公表事業者）■投資信託のコスト・リターン（全公表事業者）

（注１）基準日は19年３月末
（注２）19年９月末時点で金融庁に報告があった金融事業者（270先）の公表データを集計。主要行等には、主要メガ系信託を含む
（注３）コストは、販売手数料率（税込）の１/５と信託報酬率（税込）の合計値。リターンは、過去５年間のトータルリターン（年率換算）
（資料）金融庁

（注１）基準日は19年３月末
（注２）19年９月末時点で金融庁に報告があった金融事業者（270先）の公表データを集計。主要行等には、主要メガ系信託を含む
（注３）リスクは、過去５年間の月次リターンの標準偏差（年率換算）。リターンは、過去５年間のトータルリターン（年率換算）
（注４）図の点線は回帰直線
（資料）金融庁

【業態的にはバラつきあり】
 コスト・リターン/リスク・リターンの業態別傾向は前回報告時から変わらず。ネット系証券や投信会社では、低コスト・高リスクで高リ
ターンを、協同金融では、低コスト・低リスクで全業態平均的なリターンを確保。

１．金融庁のこれまでの取組み （４）投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI ‒ ③
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【引き続き、投資信託の販売会社には、共通KPIの時系列での公表や、分析結果等の提供を期待】

 18年３月末基準の共通ＫＰＩを公表しているにも係らず、19年３月末基準を公表していない事業者も散見される。

 一方で、共通KPIに加え、関連する自主的なKPIもあわせて公表する販売会社も一部に見られる。
 全部売却・償還された銘柄も含めた運用損益率０％以上の顧客割合
 損益計算の分母を（評価額ではなく）投資額累計で算出
 口座開設年別損益状況
 投資期間（保有期間）別損益状況, 
 平均保有期間５年以上顧客の損益状況 , 
 ５年以上継続積立顧客の運用損益プラス比率の推移
 ファンド（長期・分散・積立）別運用損益プラス顧客比率

 これらは、自社の取組成果の明瞭化や「長期・積立・分散」の有効性評価といった各事業者の着意を示すもの。
金融庁として、こうした分析方法や公表先の拡がりを共通KPIの見直し（改善）を検討する際の参考としたい。

１．金融庁のこれまでの取組み （４）投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI ‒ ④



２． 「顧客本位の業務運営」の取組状況
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 顧客本位の業務運営の浸透・定着について、総じて、役員・本部は取り組む姿勢を強めているものの、投資信託等の販売会
社間での深度にバラツキが認められたほか、営業店や個人ベースでも区々な状況が見られた。

(1) 金融機関に対する「定性面」のモニタリング結果

取組事例 具体的な取組内容等（○:好事例、×:課題事項）

① 取組方針等の販売員の理解度や
顧客認知度の向上策

○ 経営陣が職員に対して「顧客本位の業務運営」の重要性を直接説明している事例
○ 成果指標（KPI）により店別・担当別の成果を「見える化」している事例
× 顧客に対し自社の取組状況を積極的に情報発信する動きは限定的

② 顧客アンケートや従業員アンケート
の実施

○ 顧客アンケートを定期的に実施し、その結果を業績評価に反映している事例
○ 従業員アンケートの結果により、販売が手数料率の高い商品に偏らないよう業績評価上
の手数料率を見直している事例

③ 業績評価体系の改定や表彰制度
の設置

○ 資産形成層の基盤拡大に寄与する事項(預り資産増加額や積立件数等)の評価項目へ
の導入・評価ウェイトを拡大している事例、収益目標自体を廃止している事例
○ 顧客本位の業務運営を実践している販売員を表彰している事例

④ コンサルティングの充実
○ 販売員研修で幅広い専門的な知識・スキルを身に付けさせたり、対面取引での提案プロ
セスにロボアドバイザーを導入し、販売員間の提案水準のバラツキを小さくしている事例
× 販売員の知識・スキルに格差があり、個々の商品売りから脱し、投資目的や資産構成等を
勘案した分散投資提案を行う動きが徹底されていない

⑤ 顧客への情報提供の充実
○ 販売後の運用損益について、自社が販売・仲介した商品(一時払い保険も含め)を商品横
断的に一覧表で顧客に提示している事例
× 販売時に類似商品（投資信託、債券、貯蓄性保険など）との比較情報を一覧化した資
料の提供や、貯蓄性保険の手数料を取扱商品一覧で比較開示している先は限定的

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （１）運営体制－各金融機関の運営実態
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 主要な投資信託等の販売会社における計数を時系列で把握・分析し、どの程度、金融機関の取組みが浸透し、顧客の安定
的な資産形成の促進に向けて、成果を生んでいるか検証を行ったところ、一昨事務年度同様、成果が窺われる事例とあまり成果
が見られない事例が混在している。

(2) 金融機関に対する「定量面」のモニタリング結果

【『定量面』のモニタリング結果の総論】
成果が窺われる事例

 投資信託の平均保有期間は、全業態において長期化しており、回転売買に依存する営業姿勢に改善の兆し
 積立投資信託を行っている顧客数の割合は、主要行等・地域銀行ともに増加傾向
 投資信託の販売手数料率は、地域銀行では低下傾向

 投資信託の販売額は、全業態において減少傾向、預り残高もネット系証券を除いて減少傾向
 投資信託の保有顧客数は、ネット系証券を除いて減少傾向
 リスク性金融商品の月次販売額は、引き続き四半期ごとに伸びが認められており、営業現場でのプッシュ型営業が一定程度
行われていることが窺われる

 主要行等・地域銀行において、投資信託の販売額・預り残高が減少する一方、外貨建一時払い保険の販売額・残高が大
幅に増加

 主要行等・地域銀行のリスク性金融商品販売額は、自行販売よりも販売手数料率の高い、グループ証券会社への仲介・紹
介販売、一時払い保険等の代理店販売の占める割合が増加傾向

あまり成果が見られない事例

昨事務年度に見られた特徴的な動き

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況（概要）
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 投資信託の平均保有期間は、各業態ともに、18年度に長期化。

 解約・償還額が減少する一方、預り残高が横ばいで推移しており、回転売買に依存する営業姿勢に改善の兆し。

 個々の販売会社では、平均保有期間が５年を超える販売会社が存在する一方、２年程度の販売会社も存在。
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(2)－① 投資信託の平均保有期間

（注１）主要行等９行、地域銀行20行、大手証券等７社、ネット系証券４社を集計。
（注２）銀行は自行販売、仲介販売の合算ベース。証券会社は全社ベース。
（注３）平均保有期間は、(前年度末残高＋年度末残高）÷２÷（年間の解約額＋償還額）で算出。
（資料）金融庁

（注１）銀行は自行販売、仲介販売の合算ベース。証券会社は全社ベース。
（注２）平均保有期間は、(前年度末残高＋年度末残高）÷２÷（年間の解約額＋償還額）で算出。
（資料）金融庁

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－平均保有期間
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 投資信託保有顧客数に占める積立投資信託を行っている顧客数の割合は、主要行等・地域銀行ともに、増加傾向。
積立投資手法が定着しつつあることが窺われる。
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投資信託保有顧客数に占める積立投資信託を行っている顧客数の割合の推移

(2)－② 積立投資信託を行っている顧客数の割合

（注１）主要行等５行、地域銀行17行を集計。
（注２）自行販売ﾍﾞース。
（注３）対象は、各年度末時点で残高のある個人顧客。
（資料）金融庁

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－投資信託保有顧客数に占める積立投資信託を行っている顧客数の割合
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 投資信託の平均販売手数料率は、主要行等では横ばい、地域銀行では低下傾向。

 他方、大手証券等においては、高水準で推移。販売手数料率が高い投資信託が販売されていることが窺われる。

【主要行等】 【地域銀行】

（注１）主要行等９行を集計。
（注２）販売した商品全体は自行販売と仲介販売の合算ベース。
（注３）販売額の多い商品は、各行の自行販売額上位５商品。
（注４）販売手数料率は、税込み。
（注５）数値は加重平均値。
（資料）金融庁

【大手証券等】

（注１）地域銀行20行を集計。
（注２）販売した商品全体は自行販売と仲介販売の合算ベース。
（注３）販売額の多い商品は、各行の自行販売額上位５商品。
（注４）販売手数料率は、税込み。
（注５）数値は加重平均値。
（資料）金融庁

（注１）大手証券等５社を集計。
（注２）販売額の多い商品は、各社の販売額上位５商品。
（注３）販売手数料率は、税込み。
（注４）数値は加重平均値。
（資料）金融庁

投資信託の平均販売手数料率推移

(2)－③ 投資信託の販売手数料率
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２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－販売手数料率
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（注１）主要行等９行、地域銀行20行、大手証券等７社、ネット系証券４

社を集計。

（注２）銀行の投資信託は、自行販売ベース。

（注３）対象は、年度末時点で残高のある個人顧客。16年度末を100と

して指数化。

（資料）金融庁

 投資信託の販売額・預り残高については、足元で市場環境が不透明となるなか、主要行等・地域銀行・大手証券等ともに減少
傾向。ネット系証券では、販売額は減少しているものの、残高は着実に増加。

投資信託の販売額・預り残高推移
（16年度末対比）

投資信託の保有顧客数推移
（16年度末対比）

 投資信託の保有顧客数については、主要行等・地域銀行・大手証券等ともに伸び悩んでいる。一方、ネット系証券は、アクセス
の良さや低コストなどの強みを活かし、投資未経験者における小口・積立投資の受け皿となっており、保有顧客数を大幅に伸ばし
ている。

(2)－④ 投資信託の販売額・預り残高・保有顧客数の推移

（注１）主要行等９行、地域銀行18行、大手証券等７社、ネット系証券４

社を集計。

（注２）銀行は自行販売、仲介販売、紹介販売の合算ベース。

（注３）16年度末を100として指数化。

（資料）金融庁

（注１）主要行等９行、地域銀行20行、大手証券等７社、ネット系証券４

社を集計。

（注２）銀行は自行販売、仲介販売、紹介販売の合算ベース。

（注３）16年度を100として指数化。

（資料）金融庁
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地域銀行 46,554 43,750 42,712
大手証券等 215,783 218,047 198,691
ネット系証券 18,775 22,126 23,076
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主要行等 221 216 213
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２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－投資信託の販売額・預り残高・保有顧客数推移
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 リスク性商品の月次販売額は、主要行等・地域銀行では、引き続き四半期末ごとに伸びが見られる。

 顧客意識調査において、「お願い営業」や「乗換販売」を経験した投資経験者が、それぞれ２割存在しており、営業現場では
プッシュ型営業が一定程度行われていることが窺われる。

（注１）大手証券等５社を集計。

（注２）17年４月から19年３月までの24か月間の、一時払い保険及び投資信託の合計販売額の推移。

（資料）金融庁

（注１）主要行等９行及び地域銀行20行を集計。

（注２）17年４月から19年３月までの24か月間の、一時払い保険及び投資信託の合計販売額の推移。

（資料）金融庁
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２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－リスク性商品の月次販売額

(2)－⑤ リスク性商品の月次販売額推移



 外貨建保険は、販売が市場環境の影響を受けにくいほか、投資信託よりも手数料が高いこともあり、主要行等・地域銀行におい
て急激に販売が増加している。ただし、中長期の為替リスクを内包し、（円ベースで見た場合）元本割れリスクを抱えており、顧
客に対し、販売時・販売後の十分な情報提供が欠かせない商品。

 保険業界では新しい募集資料を作成し、販売会社において活用する動きも出始めているが、本来の顧客ニーズに見合った販売
となっているかといった検証や、外貨建債券等類似商品と比較を行うことにより、商品の特性を分かりやすく説明すること、あるいは、
販売後の顧客の運用損益等の情報提供を充実すること等が求められる。

（注１）主要行等９行、地域銀行20行を集計。
（注２）16年度を100として指数化。
（資料）金融庁

（注１）主要行等９行、地域銀行18行を集計。
（注２）16年度末を100として指数化。
（資料）金融庁
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(2)－⑥ 外貨建一時払い保険の販売額・残高の推移

（単位：億円）
16年 17年 18年

主要行等 11,044 12,137 14,752
地域銀行 5,353 7,386 10,070

（単位：億円）
16年 17年 18年

主要行等 50,739 60,556 72,407
地域銀行 18,588 24,026 32,273

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－外貨建一時払い保険の販売額・残高推移
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 ３メガバンクグループの銀行において、仲介・紹介販売の販売額は６割、代理店販売（一時払い保険）は２割を占める。地
域銀行においては、それぞれ３割を占める。

 販売手数料率は、代理店販売や仲介・紹介販売が自行販売よりも高い傾向。

 銀証連携を強化しつつ、グループ全体で顧客本位の業務運営を遂行するためには、紹介した個々の顧客に対し、グループとし
て一貫した方針に基づいた提案を行うことが求められる。

３メバンク
グループの銀行

地域銀行

4.8%

3.2%
2.8%

1.9%
1.6% 1.6%

2.5%
2.0%

1.3%

2.9% 3.1% 2.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

16 17 18

代理店販売

自行販売

仲介販売

紹介販売

（年度）

31% 26%

39%

27%
29%

16%

26% 32%
22%

15% 13%
23%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

16 17 18

代理店販売

自行販売

仲介販売

紹介販売

（年度）

55%

販売チャネル別の販売額推移 販売チャネル別の手数料率推移

(2)－⑦ 販売チャネル別の販売額・手数料率

21%
26% 24%

4%
5%

3%

52%
48%

40%

23% 21%

33%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

16 17 18

代理店販売

自行販売

仲介販売

紹介販売

（年度）

27%

（注１）３メガバンクグループのうち銀行５行を集計。地域銀行はグループ証券会社を保有する13行中、残高・販売額・手数料率に関する過去データがある10行を集計。
（注２）代理店販売は一時払い保険、自行販売は投資信託及びファンドラップ、仲介販売・紹介販売は投資信託及び債券を集計。但し、販売チャネル別の手数料率推移には、ファンドラップは含まない。
（資料）金融庁

２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （２）販売状況－販売チャネル別の販売額・手数料率推移
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 「原則」を自らの経営理念に取り入れ、その実現に向けた戦略・取組が、
営業現場に浸透し、実践されているか、経営者等と対話

 外貨建保険等の販売額が増加している商品について、営業現場におけ
る顧客宛提案等の実態や本部における管理の状況についてモニタリング

 比較可能な共通KPIの時系列分析結果の公表等により、その更なる普
及・浸透を図るなど、金融機関の取組みの「見える化」を促進

 良質なアドバイスができる人材の育成や、顧客の利益を金融機関がより
目指していくような手数料体系のあり方について、金融機関と議論

 「顧客本位の業務運営の原則」を採択した事業者数は増加しているも
のの、「原則」の趣旨を自ら咀嚼し、実践するスタンスが欠如している事
例が散見

 業績評価体系の見直しや顧客へのコンサルティングの充実等に取り組む
姿勢は強まっているが、販売会社間での深度にバラツキ

 銀行における投資信託の販売額が大幅に減少している一方、外貨建一
時払い保険の販売額が急増

 顧客意識調査においては、金融機関の取組み等についての情報をわか
りやすく伝えることが課題
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70 

117 

76 
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100

150

16 17 18 （年度）

主要行等

地域銀行

100

110

134
138

188

80

100

120

140

160

180

200

16 17 18 （年度）

主要行等

地域銀行

（注１）主要行等９行、地域銀行20行を集計。

（注２）自行販売、仲介販売、紹介販売の合算ベース。

（注３）16年度を100として指数化。

（資料）金融庁

（注１）主要行等９行、地域銀行20行を集計。

（注２）16年度を100として指数化。

（資料）金融庁

顧客本位の業務運営の確立と定着 「顧客本位の業務運営の原則」の採択社数・
「自主的なKPI」・「共通KPI」設定社数

銀行における投資信託
の販売額

銀行における外貨建一時
払い保険の販売額

令和元事務年度
実践と方針より抜粋

（注１）「自主的なKPI」設定社数は、取組方針やその実施状況においてKPIを公表している事業者を集計

（注２）「共通KPI」公表社数は、３指標の共通KPIのうち、1指標以上公表している事業者を集計

（資料）金融庁
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２．「顧客本位の業務運営」の取組状況 （３）本事務年度の方針

736

937

1,313
1,426

1,488
1,561

1,619
1,679 1,729

347
416 467 513

668

836

39 103 124

281
357

0

500

1,000

1,500

2,000

17/9 17/12 18/3 18/6 18/9 18/12 19/3 19/6 19/9

原則採択社数

自主的なKPI設定社数

共通KPI公表社数

（社）

（月末）



３．リスク性金融商品販売にかかる顧客意識調査
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調査方法 インターネット調査 郵送調査

実施時期 2019年１月29日（火）～31日（木） 2019年２月16日（土）～３月５日（火）

調査対象者

 全国の20歳以上の個人（金融機関従事者を除く）で、リ
スク性金融商品の購入等にあたり、意思決定に関与する人

※調査会社（マクロミル社）のモニター登録者の中から、
無作為に抽出

 全国の60歳以上の個人（金融機関従事者を除く）で、リスク
性金融商品の購入等にあたり、意思決定に関与する人

※インターネットでのアンケートに馴染みがなく、且つ、金融庁の調査に協
力できる60歳以上の両親・知人等を調査会社（マクロミル社）のモ
ニター登録者より紹介してもらい、その中から、無作為に抽出

有効回答者数 6,259人（投資経験者：投資未経験者＝２：１） 1,500人（投資経験者：投資未経験者＝２：１）

調査会社 株式会社マクロミル

留意事項

【リスク性金融商品の定義】
外貨預金、仕組預金、投資信託、貯蓄性保険（終身保険や個人年金保険、養老保険など、貯蓄性を重視した保険）、
仕組債、外貨建て債券、株式（含む自社株式、従業員持株）
【投資経験者の定義】
上記リスク性金融商品のいずれかを購入したことがある人

備考 中間結果公表(インターネット調査分のみ)：2019年４月９日公表 ／ 最終結果公表：2019年８月９日公表

(1) 平成30事務年度「顧客意識調査」の調査方法等
 「原則」を公表して２年が経過する中、「顧客本位の業務運営」の定着・浸透に向けた金融庁の金融機関に対する取組みが、
顧客に適切に届いているのかを検証するため、顧客意識調査を実施

 本調査で金融庁及び金融機関の取組みの顧客認知度や、金融機関の販売実態に関する顧客の評価等を確認

３．顧客意識調査 （１）調査概要 －調査方法等
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職業 人数
構成比率

（％）

経営者、役員 156 2.0

会社員(上場企業) 535 6.9
会社員(非上場(売上高10億円以上)) 617 8.0

会社員(非上場(売上高10億円未満)) 892 11.5

専門職（弁護士、医師、会計士など） 243 3.1
自営業・自由業 604 7.8

公務員 406 5.2

学生 48 0.6
専業主婦 1081 13.9

派遣・契約社員 353 4.5

パート・アルバイト 890 11.5
無職 741 9.6

退職後（リタイア後） 1069 13.8

その他 124 1.6

地域 人数
構成比率

（％）

北海道 233 3.0

東北地方 883 11.4

関東地方 1615 20.8

中部地方 1477 19.0

近畿地方 1141 14.7

中国地方 691 8.9

四国地方 510 6.6

九州地方 1209 15.6

性別 人数
構成比率

（％）

男性 4217 54.3
女性 3542 45.7

年齢 人数
構成比率

（％）

20代 540 7.0

30代 1257 16.2

40代 1477 19.0

50代 1214 15.6

60歳以上 3271 42.2

保有金融資産額 人数
構成比率

（％）

300万円未満 2138 27.6

300～500万円未満 1034 13.3

500～1，000万円未満 1252 16.1

1，000～2，000万円未満 974 12.6

2，000～3，000万円未満 681 8.8

3，000～5，000万円未満 658 8.5

5，000万円～1億円未満 436 5.6
1億円以上 136 1.8

所有していない 430 5.5

投資経験 人数
構成比率

（％）

投資経験者 5159 66.5

投資未経験者 2600 33.5

メインで利用している金融機関（投資経験者のみ） 人数
構成比率

（％）

主要行等 689 13.4

ネット銀行 473 9.2

地方銀行・第二地方銀行 815 15.8

その他預金取扱等金融機関 527 10.2

証券会社（対面） 873 17.0

証券会社（ネット） 1362 26.5

生命保険会社 290 5.6

その他 119 2.3

提案を受けた金融機関 人数
構成比率

（％）

主要行等 672 8.7

ネット銀行 108 1.4

地方銀行・第二地方銀行 940 12.1

その他預金取扱等金融機関（注１） 599 7.7

証券会社（対面） 830 10.7

証券会社（ネット） 191 2.5

生命保険会社 329 4.2

その他（注２） 135 1.7

提案や勧誘、アドバイスなどを受けたことがない 3616 46.6

覚えていない／わからない 336 4.3
（注１）ゆうちょ銀行/郵便局、労働金庫、信用金庫・組合、JAバンク

（注２）外資系銀行、独立系金融アドバイザー（IFA）、その他
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３．顧客意識調査 （１）調査概要 －回答者属性（インターネット調査・郵送調査）



 取組方針やKPIについて知っている、または聞いたことがある顧客は、全体の３割程度存在
 取組み認知者のうち、金融商品購入に際し、それらを実際に参考にしている人は２割に留まる
 全体の４割は、取組方針やKPIの公表により、「顧客本位の業務運営」に努めている金融機関を選びやすくなると回答
 一方、全体の２割を占める選びやすくなると思わない人においては、「取組方針やKPIの内容が難しい」ことを最大の理由として
挙げている

取組みの認知度等

9%

6%

5%

28%

25%

19%

63%

69%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「顧客本位の業務運営」

取組方針や自主的なＫＰＩ

共通ＫＰＩ

ある程度知っている 聞いた事はあるが、詳しくは知らない 全く知らない

各取組みの認知度

金融商品購入に際し、「取組方針」や「KPI」を参考にしたことがあるか

金融庁や金融機関の「顧客本位の業務運営」の浸透・定着に向けた取組みを知っているか

N=7,757

23% 77%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金融商品購入に際し、

「取組方針」や「KPI」を

参考にしたことがあるか

いずれかを参考にしたことがある いずれも参考にしたことはない

3%
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38%

37%

12%

11%

8%

7%

39%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取組方針・自主的なKPI

共通KPI

とても選びやすくなると思う どちらかといえば、選びやすくなると思う

どちらかといえば、選びやすくなると思わない 全く選びやすくなると思わない

わからない

金融庁や金融機関の取組みによって金融機関を選びやすくなると思わない人の理由

各取組みの有用性

各取組みによって、「顧客本位の業務運営」に努めている金融機関を選びやすくなると思うか

N=7,642

N=7,641

N=1,718
40%

31%

29%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

金融機関が公表している「取組方針」や「KPI」の内容が難しく、

十分理解が出来ないと思うから

金融機関が公表している「取組方針」や「KPI」だけでは、

判断することは出来ないと思うから

金融機関そのものよりも、

実際の担当者の対応次第だと思うから

その他/なんとなく／わからない

N=2,540

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －「見える化」の取組みに関する質問 ① 【回答対象者：全員】
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最も重視する情報や数値（1つだけ）

共通KPIの項目

販売会社の主な自主的KPIの項目

Q26 真に「顧客本位の業務運営」に取り組む金融機関を選ぶ場合、各金融機関のどのような情報や数値を比較して決めたいと思いますか。（複数回答）

 「顧客本位の業務運営」に取組む金融機関を選ぶ場合、比較したい情報の最上位には、金融庁が販売会社に公表を促している
「共通KPI」の項目である「金融商品保有顧客全体の損益状況」、「預り残高上位商品のリスク・コスト・リターン」が並ぶ。

 一方、販売会社が自主的に公表しているKPIに多く採用されている、「商品ラインナップ数」 や「顧客向けセミナーの開催数」、「ＦＰ
等資格保有者数」などは、顧客の関心度が低い。

金融機関の比較に有用な情報

N=7,707

N=7,705

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －「見える化」の取組みに関する質問 ② 【回答対象者：全員】
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Q34 リスク性金融商品を購入する金融機関を選択するにあたって、複数の金融機関を比較したいと思いますか。

 ４割が、リスク性金融商品を購入する金融機関を複数比較して選択（あるいは、選択したいと思っている）。
 資産規模別で見ると、資産規模が大きい人ほど、金融機関を比較する意向が強い。
 年齢別で見ると、年齢が若い人ほど、金融機関を比較する意向が強い。

【資産規模別】

【年齢別】

金融機関の比較意向

N=5,141
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20代

30代

40代

50代

60代以上

実際に複数の金融機関を比較して選んでいる/選んでいた
比較したいと思うが、近所に複数の金融機関がないなど、選べる環境にない/なかった
複数の金融機関を選べる環境にあるが、実際には比較せずに既存の取引金融機関から購入している/購入していた
複数の金融機関を比較したいとは思わない

N=5,141

N=5,131

33

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －金融機関・商品の選定事由に関する質問 ① 【回答対象者：投資経験者】



メインで利用す

る金融機関を変

えたことがある

28%

これまでメインで

利用する

金融機関を変え

たことはない

72%

Q35 リスク性金融商品の購入にあたって、過去に、メインで利用する金融機関を変えたことがありますか。変えたことがある場合、変えた理由は何ですか。（複数回答）

 ７割が、これまでメインで利用する金融機関を変えたことはない。

 変えた人の理由としては、「よりコストが安い金融機関があったから」が最も多い。

メイン利用金融機関の変更

N=5,120

N=1,459
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３．顧客意識調査 （２）調査結果 －金融機関・商品の選定事由に関する質問 ② 【回答対象者：投資経験者】
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Q17 金融機関のホームページ等の情報を見て、自分に合ったリスク性金融商品を自分の判断だけで選ぶことができると思いますか。

 ２割は、リスク性金融商品を自分の判断だけで選定。
 リスク性金融商品の選定に際し、４割は、金融機関の担当者に相談。その内訳として、３割は、最終、自分で選び、１割は
金融機関の担当者にほぼ任せると回答。

金融商品の選び方

N=7,683 18%

28%

13%

14%

4%

20%

3%

0% 10% 20% 30% 40%

金融機関のホームページ等の情報だけを参考に、

自分で選ぶ

金融機関の担当者に相談し、意見を参考にしながら

ほぼ自分で選ぶ

金融機関の担当者に相談し、ほぼお任せする

投資に詳しい友人・知人ほかに相談し、意見を参考にしながら

ほぼ自分で選ぶ

投資に詳しい友人・知人ほかに相談し、

ほぼお任せする

TV、雑誌、金融機関のものではないインターネットの情報などを探り、

ほぼ自分で選ぶ

その他

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －販売員の提案に関する質問 ① 【回答対象者：全員】
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Q18 リスク性金融商品を選ぶにあたって、金融機関の窓口・販売担当者に相談しない理由は何ですか。（複数回答）

 リスク性金融商品を自分の判断だけで選定できないが、金融機関の窓口・販売担当者には相談しない人が、その理由に挙げる
上位には、「必要ないものを勧められる」、「金融機関が売りたい商品を勧められる」が並ぶ。

金融機関に相談しない理由

N=3,102
51%

40%

21%

17%

14%

8%

5%

16%

0% 20% 40% 60%

必要ないものまで勧められそうだから

売れ筋商品や手数料の高い商品等の

金融機関が売りたい商品しか推奨されないから

少額取引（小口取引）では相手にしてもらえないから

有益な情報を得られることが期待できないから

相談しやすい雰囲気でないから

担当者の説明がわかりづらいから

その他

特に理由はない

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －販売員の提案に関する質問 ②
【回答対象者：金融機関の窓口・担当者に相談しない人】
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35%

48%

7%

1%

9%

Q13 資金運用（リスク性金融商品の購入等）にあたって、金融機関の窓口・販売担当者は、顧客ニーズや投資について、あなたの考えを十分に聞いてくれましたか。

 ８割弱（ネット系金融機関を除けば８割強）が、金融機関の窓口・販売担当者は、顧客ニーズや投資についての考えを十分、
あるいは、ある程度聞いてくれたと回答。

 提案等を受けた時期別で見ると、１年以内に提案を受けた人において、販売担当者が顧客ニーズ等をよく聞いてくれたと感じる
人の割合が高い。

【提案等を受けた時期別】

ニーズを聞いてもらえたか

（注）年数が経過すると「覚えていない」が多くなるため、「覚えていない」という回答者を除外し集計。

【提案等を受けた金融機関別】N=3,778

よく

聞いてくれた

29%

ある程度

聞いてくれた

47%

あまり

聞いてくれな

かった

8%

全く

聞いてくれな

かった

2% 覚えていない／

わからない

15%

【除くネット系金融機関】

40%

32%

31%

30%

49%

56%

59%

59%

8%

10%

9%

10%

2%

2%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年以内

1年より前～3年以内

3年より前～5年以内

5年より前

よく聞いてくれた ある程度聞いてくれた あまり聞いてくれなかった 全く聞いてくれなかった

N=2,334

N=3,778

N=3,195

30%

14%

31%

27%

28%

6%

39%

42%

47%

38%

47%

45%

52%

43%

43%

39%

9%

8%

7%

7%

9%

11%

7%

5%

2%

4%

1%

1%

1%

5%

2%

3%

12%

36%

14%

20%

11%

36%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

よく聞いてくれた ある程度聞いてくれた あまり聞いてくれなかった 全く聞いてくれなかった 覚えていない／わからない

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －販売員の提案に関する質問 ③
【回答対象者：提案や勧誘、アドバイスを受けた人】
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Q16 金融機関の窓口・販売担当者は、同じような運用対象・運用方法のリスク性金融商品がある場合、どのような商品を優先して提案していると感じますか。

 ２割が、金融機関の窓口・販売担当者は、同じような運用対象・運用方法の金融商品の中で、顧客のニーズに一番合った商
品を提案していると感じている。

 一方、２割が、売れ筋商品を提案していると感じている。

優先して提案を受けている金融商品

25%

23%

14%

9%

6%

4%

2%

18%

0% 10% 20% 30%

多くの顧客によく売れている売れ筋商品

あなたのニーズに一番合った商品

過去のリターン（収益率）が良い商品

同一金融グループ傘下の

系列運用会社が管理している商品

手数料率が高い商品

手数料率が低い商品

その他

わからない

N=3,773

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －販売員の提案に関する質問 ④
【回答対象者：提案や勧誘、アドバイスを受けた人】
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13%

30%
57%

Q38 リスク性金融商品を購入する際、メインで利用している金融機関の窓口・販売担当者より、ほかの金融商品との比較説明を受けたことがありますか。

 ７割（ネット系金融機関を除けば６割）が、リスク性金融商品を購入する際、他の金融商品との比較説明を受けていない。
 資産規模別で見ると、資産規模の大きい人ほど、比較説明を受けている。
 対面中心の金融機関の中では、主要行等や(対面)証券会社をメインで利用している顧客において、比較説明を受けている割合
が高い一方、その他預金取扱等金融機関の顧客はその割合が低い。

【資産規模別】

他商品との比較説明

N=5,137

【除くネット系金融機関】

N=3,205

比較説明を受けた

ことがあり、

説明を踏まえ、

予定していた商品と

は異なる商品を

購入したことがある

10%

比較説明を受けた

ことはあるが、

予定していた商品と

異なる商品を

購入したことはない

22%
比較説明を

受けたことはない

67%

【メイン利用金融機関別】

N=5,127

N=5,133

16%

8%

11%

10%

15%

4%

12%

11%

33%

15%

31%

26%

29%

7%

28%

29%

50%

77%

58%

64%

56%

89%

60%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

比較説明を受けたことがあり、説明を踏まえ、予定していた商品とは異なる商品を購入したことがある

比較説明を受けたことはあるが、予定していた商品と異なる商品を購入したことはない

比較説明を受けたことはない

6%

8%

10%

11%

12%

12%

15%

21%

9%

18%

20%

23%

22%

27%

27%

27%

28%

15%

76%

72%

67%

67%

62%

61%

58%

51%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～3,000万円未満

3,000～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円以上

所有していない

比較説明を受けたことがあり、説明を踏まえ、予定していた商品とは異なる商品を購入したことがある

比較説明を受けたことはあるが、予定していた商品と異なる商品を購入したことはない

比較説明を受けたことはない

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ① 【回答対象者：投資経験者】
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定期的にある

7%

不定期にある

18%

あまりない

25%

全くない

50%

11%

24%

31%

34%

Q39 リスク性金融商品の購入後、メインで利用している金融機関の窓口・販売担当者から、フォロー・アドバイスを受けることがありますか。

 ８割（ネット系金融機関を除けば７割）が、リスク性金融商品の購入後、フォロー・アドバイスを受けていない、あるいは、ほとん
ど受けていない。

 資産規模別で見ると、資産規模の大きい人ほど、フォロー等を受けている。
 対面中心の金融機関の中では、 (対面)証券会社や主要行等、生命保険会社をメインで利用している顧客において、フォロー・ア
ドバイスを受けている割合が高い。

【資産規模別】

購入後のフォロー・アドバイス

【メイン利用金融機関別】

N=5,140

【除くネット系金融機関】

N=3,208

5%

7%

6%

7%

8%

11%

12%

17%

4%

12%

15%

19%

18%

22%

23%

20%

25%

8%

24%

23%

27%

26%

26%

25%

25%

27%

27%

59%

56%

48%

49%

44%

41%

43%

31%

61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～3,000万円未満

3,000～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円以上

所有していない

フォロー・アドバイスが定期的にある フォロー・アドバイスが不定期にある

フォロー・アドバイスはあまりない フォロー・アドバイスは全くない

N=5,130

N=5,136

10%

3%

10%

7%

13%

1%

12%

9%

27%

7%

21%

20%

29%

5%

25%

19%

29%

22%

33%

31%

29%

13%

35%

31%

34%

68%

36%

42%

29%

81%

29%

42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

フォロー・アドバイスが定期的にある フォロー・アドバイスが不定期にある

フォロー・アドバイスはあまりない フォロー・アドバイスは全くない

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ② 【回答対象者：投資経験者】
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Q40 ここ２～３年で、ご自身では当初購入するつもりがなかったリスク性金融商品を、メインで利用している金融機関の窓口・販売担当者にお願いされ、
実際に購入したことがありますか。

 ２割（ネット系金融機関を除けば３割）が、金融機関の窓口・販売担当者からお願い営業を受け、リスク性金融商品を購入
したことがある。

 資産規模別で見ると、資産規模の大きい人ほど、お願い営業を経験している。
 対面中心の金融機関の中では、(対面)証券会社をメインで利用している顧客において、お願い営業を経験している割合が高い。

【資産規模別】

お願い営業の経験

【メイン利用金融機関別】

N=5,143

N=3,209

頻繁に

購入したことがある

2%

少ないが

購入したことがある

19%

購入経験は無い

79%

【除くネット系金融機関】

1%

2%

2%

2%

2%

3%

3%

6%

1%

11%

16%

18%

19%

23%

27%

29%

39%

9%

89%

82%

80%

78%

75%

70%

69%

55%

90%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～3,000万円未満

3,000～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円以上

所有していない

頻繁に購入したことがある 少ないが購入したことがある 購入経験は無い

2%

24%

73%

N=5,133

N=5,138

3%

1%

2%

2%

3%

1%

25%

12%

22%

18%

34%

9%

10%

22%

72%

86%

76%

80%

63%

89%

90%

78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

頻繁に購入したことがある 少ないが購入したことがある 購入経験は無い

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ③ 【回答対象者：投資経験者】
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2%

22%

76%

Q41 ここ２～３年で、長期投資を目的として購入したリスク性金融商品について、 メインで利用している金融機関の窓口・販売担当者から、
ある程度の評価損益になった時に、乗換を勧められて売買をしたことがありますか。

 ２割（ネット系金融機関を除けば２割強）が、金融機関の窓口・販売担当者から乗換を勧められて売買をしたことがある。
 資産規模別で見ると、資産規模の大きい人ほど、乗換販売を経験している。
 対面中心の金融機関の中では、(対面)証券会社をメインで利用している顧客において、乗換販売を経験している割合が高い。

【資産規模別】

乗換販売の経験

【メイン利用金融機関別】

N=5,144

N=3,211

頻繁に

売買したことがある

2%

少ないが

売買したことがある

18%

売買経験は無い

80%

【除くネット系金融機関】

1%

2%

2%

2%

1%

2%

7%

2%

12%

14%

18%

19%

21%

25%

26%

30%

7%

88%

84%

80%

79%

77%

73%

72%

63%

91%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～3,000万円未満

3,000～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円以上

所有していない

頻繁に売買したことがある 少ないが売買したことがある 売買経験は無い

N=5,139

N=5,134

3%

1%

1%

2%

3%

1%

1%

25%

12%

19%

14%

33%

11%

6%

15%

72%

86%

79%

84%

64%

88%

94%

84%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

頻繁に売買したことがある 少ないが売買したことがある 売買経験は無い

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ④ 【回答対象者：投資経験者】
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Q43 ここ２～３年で、メインで利用している金融機関の対応が良くなったと感じたことがありますか。

 ここ２～３年で、金融機関の対応が良くなったと感じている人は、２割程度。
 資産規模別で見ると、１億円以上の保有者において、金融機関の対応が良くなったと感じている人の割合が高い。
 メイン利用金融機関別で見ると、その他預金取扱等金融機関や主要行等において、対応がよくなったと感じている人の割合が高い。

【資産規模別】

金融機関の対応の変化

【メイン利用金融機関別】

N=5,144

とても良くなったと

感じている

5%

感じたことはあるが、

まだ改善の

余地がある

15%

あまり

感じたことがない

41%

何も変わっていない

35%

以前より

悪くなっている

4%

5%

5%

4%

4%

6%

5%

5%

7%

2%

13%

15%

15%

15%

17%

16%

17%

21%

6%

43%

41%

43%

43%

39%

39%

35%

32%

45%

35%

34%

34%

35%

34%

34%

39%

36%

41%

4%

5%

5%

3%

5%

6%

4%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300万円未満

300～500万円未満

500～1,000万円未満

1,000～2,000万円未満

2,000～3,000万円未満

3,000～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円以上

所有していない

とても良くなったと感じている 感じたことはあるが、まだ改善の余地がある
あまり感じたことがない 何も変わっていない
以前より悪くなっている

N=5,134

N=5,138

6%

4%

6%

8%

5%

3%

4%

7%

18%

15%

16%

19%

14%

13%

9%

16%

42%

50%

39%

38%

40%

40%

40%

47%

29%

28%

33%

32%

34%

42%

43%

27%

6%

2%

7%

3%

7%

2%

4%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主要行等

ネット銀行

地方銀行・第二地方銀行

その他預金取扱等金融機関

証券会社（対面）

証券会社（ネット）

生命保険会社

その他

とても良くなったと感じている 感じたことはあるが、まだ改善の余地がある
あまり感じたことがない 何も変わっていない
以前より悪くなっている

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ⑤ 【回答対象者：投資経験者】
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Q46 ここ数年の窓口、販売担当者又は金融機関自体の対応について、不満を感じる点がありましたらお答えください。【自由記述】

 不満を感じる点としては、「業績重視の商品提案」、「商品知識・説明力不足」、「親身でない接客態度」、「購入後のフォローが
ない」等、担当者の対応に関する事項が多い。

不満を感じるポイント

不満を感じている点 （回答数の多い項目）

① 顧客本位ではなく、業績重視の提案が多い

② 販売担当者の商品知識や説明力が不足している

③ 販売担当者の接客態度（親身でない等）

④ 販売担当者からの購入後のフォローがない

⑤ 勧誘がしつこい・勧誘の電話が多い・強引な勧誘

（注）自由記述の内容に基づき、各項目に分類

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －営業実態に関する質問 ⑥ 【回答対象者：投資経験者】
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3% 3% 14% 18% 16% 27% 5% 5% 2%1% 6%1

推奨者 6% 中立者 32% 批判者 62%

Q47 メインで利用している金融機関の窓口・販売担当者について、あなたは友人や知人にどの程度薦めますか。
ぜひ薦めたい10点、全く薦めたくない0点として、11段階から選択してください。

 各投資経験者がメインで利用している金融機関のＮＰＳ®（顧客推奨度）は、平均で▲56と低位
※ ▲５６＝推奨者割合６％－批判者割合６２％

ＮＰＳ®顧客推奨度

【 ＮＰＳ®の算出方法 】
1. 「あなたは金融機関の担当者を友人や知人にどの程度勧めるか」と質問し、10点（勧めたい）～0点
（勧めたくない）で評価してもらう

2. 10～9点と回答した顧客を「推奨者」、8～7点を「中立者」、6～0点を「批判者」として、3つのセグメン
トに分類する

3. 推奨者の割合から批判者の割合を引く

友人・知人に
勧めたい

友人・知人に
勧めたくない

【参考】 業種別平均ＮＰＳ®

業種 NPS®

テーマパーク 19
ホテル 2
航空会社 ▲ 10
旅行会社 ▲ 18
ECサイト ▲ 20
百貨店 ▲ 23
衣料品 ▲ 25
カード ▲ 31
通信会社 ▲ 40
生命保険 ▲ 41
損害保険 ▲ 41
証券 ▲ 44
銀行 ▲ 46

消費者金融 ▲ 64

（資料）野村総合研究所が2018年3月に実施

　　　　　した調査より、金融庁作成

N=5,136

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －ＮＰＳ®・満足度に関する質問 ① 【回答対象者：投資経験者】
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7%

4%

37%

24%

56%

72%

(▲ 49)

(▲ 67)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

投資信託を積立で購入している/

したことがある

積立投資を行ったことがない

推奨者（9点～10点） 中立者（7点～8点） 批判者（0点～6点）

（NPS®）

 お願い営業や乗換販売を経験した人ほど、ＮＰＳ®が高い。
 投資信託の積立購入を行っている人ほど、ＮＰＳ®が高い。
 フォロー・アドバイスを受けている人ほど、ＮＰＳ®が高い。

【お願いされて購入したことがある】

【乗り換え販売を受けたことがある】

【投資信託の積立購入】

【アフターフォローの頻度】

ＮＰＳ®とプッシュ型営業の経験

N=5,125N=5,125

N=5,125 N=3,344

22%

7%

5%

32%

38%

31%

45%

55%

64%

(▲ 23)

(▲ 48)

(▲ 59)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

頻繁に購入したことがある

少ないが購入したことがある

購入経験は無い

推奨者（9点～10点） 中立者（7点～8点） 批判者（0点～6点）

（NPS®）

19%

8%

3%

5%

47%

41%

31%

27%

34%

51%

66%

68%

(▲ 15)

(▲ 44)

(▲ 62)

(▲ 63)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フォロー・アドバイスが定期的にある

フォロー・アドバイスが不定期にある

フォロー・アドバイスはあまりない

フォロー・アドバイスは全くない

推奨者（9点～10点） 中立者（7点～8点） 批判者（0点～6点）

（NPS®）

20%

7%

5%

35%

39%

30%

44%

54%

64%

(▲ 24)

(▲ 46)

(▲ 59)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

頻繁に売買したことがある

少ないが売買したことがある

売買経験は無い

推奨者（9点～10点） 中立者（7点～8点） 批判者（0点～6点）

（NPS®）

３．顧客意識調査 （２）調査結果 －ＮＰＳ®・満足度に関する質問 ② 【回答対象者：投資経験者】
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３．顧客意識調査 （３）これまでの分析結果と今後の対応 ①

分析結果 今後の対応

• 金融庁や金融機関の取組みに関する顧客認知度は、全体の２割
～４割。一方、取組み認知者のうち、金融商品購入に際し、それら
を参考にしている顧客は２割程度に留まる

• 回答者全体の４割は、取組方針やＫＰＩを公表することにより、
「顧客本位の業務運営」に努めている金融機関を選びやすくなると
思っている。一方、選びやすくなると思わない人においては、「取組方
針やＫＰＩの内容が難しい」ことが最大の理由 • 金融庁及び金融機関において、取組み認知度を高めるべ

く、取組みに関し、より顧客の意見を反映した、わかりやす
い内容の情報提供を行う

• 「顧客本位の業務運営」に取り組む金融機関を選ぶ場合に、顧客が
比較したい情報の上位には、「金融商品保有顧客全体の損益状
況」、「販売額・預り残高上位商品のリスク・コスト・リターン」が並ぶ

• 一方、自主的なＫＰＩとして、多く公表されている「商品ラインナップ
数」 や「顧客向けセミナーの開催数」、「ＦＰ等資格保有者数」など
は、顧客の関心度が低い

• 投資経験者の７割が他商品との比較説明を受けていないほか、８
割が商品購入後、フォロー・アドバイスを受けていない（あるいは、ほと
んど受けていない）。特にその他預金取扱等金融機関において、受
けていない顧客が多い

• ここ２～３年で、金融機関の対応が良くなったと感じている投資経
験者は、２割程度に留まる

• お願い営業を受けた、あるいは、乗換販売を勧められ、実際に売買を
行ったことがある投資経験者は、それぞれ２割程度存在。特に（対
面）証券会社において、経験している顧客が多い

• 金融機関が、「顧客本位の業務運営」に向けて販売担当
者の人材育成・業績評価体系の構築を図り、適切に販
売を行っているか、金融庁においてモニタリングを継続
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分析結果 今後の対応

• ＮＰＳ®評価は、顧客の年齢で見ると、若年層が高く、高齢者が低い
傾向にある

• 一方、資産規模の大小では、ＮＰＳ®評価に違いはあまり見られない

• 金融庁において、金融機関が、どのように担当者の提
案力、説明力、フォローアップの強化に努めているか、
モニタリングを実施

• 担当者より「ニーズに合った提案」や「わかりやすい説明」、「アフターフォ
ロー」を受け、「金融機関のサービス」や「運用成績」に満足している顧
客は、ＮＰＳ®評価が高い

• 投資未経験者の２割は、リスク性金融商品の購入の必要性を実感
• 彼らが投資してみたいリスク商品の上位には、「少額から始められる商
品」、「リスクの小さい商品」、「仕組みの分かりやすい商品」が並ぶ

• 金融庁及び金融機関において、投資の必要性を感じ
ている投資未経験者に対し、つみたてNISA等による、
少額・積立・分散投資手法の有効性を継続して指南

48

３．顧客意識調査 （３）これまでの分析結果と今後の対応 ②



【資
料
】
質
問
項
目
一
覧
表
①

対
象

概
要

番
号

Q
1

Q
2

Q
3

Q
4

Q
5

Q
6

Q
7

Q
8
/
Q
9

Q
1
0

Q
1
1

Q
1
2

Q
1
3

Q
1
4

Q
1
5

Q
1
6

Q
1
7

Q
1
8

Q
1
9

Q
2
0

Q
2
1

Q
2
2

Q
2
3

Q
2
4

Q
2
5

Q
2
6

Q
2
7

販売員の提案に関する質問 属性に関する質問

リテラシ卣に

関する質問

契
約
中
の
ロ
ー
ン
を
全
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

金
利
が
上
昇
す
る
と
、
債
券
の
価
格
は
ど
う
な
る
と
思
い
ま
す
か
。

預
金
金
利
が
年
１
％
、
イ
ン
フ
レ
率
が
年
２
％
の
場
合
、
1
年
後
、
今
日
よ
り
も
ど
れ
く
ら
い
物
を
買
う
こ
と
が
で
き
る
と
思
い
ま
す
か
。

質
問
内
容

（原則）全員

金
融
庁
が
、
国
民
の
安
定
的
な
資
産
形
成
を
図
る
た
め
に
、
近
年
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
販
売
や
助
言
等
に
携
わ
る
金
融
機
関
に
対
し
、
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」

を
強
く
求
め
て
い
る
こ
と
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。

金
融
庁
で
は
、
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
関
す
る
原
則
」
を
策
定
し
、
金
融
機
関
に
対
し
て
、
そ
れ
を
踏
ま
え
て
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
係
る
取
組
方
針
」
や

「
成
果
指
標
（
Ｋ
Ｐ
Ｉ）
」
を
公
表
す
る
よ
う
働
き
か
け
て
い
る
こ
と
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。

金
融
庁
で
は
、
多
く
の
金
融
機
関
の
中
か
ら
、
真
に
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
に
努
め
て
い
る
金
融
機
関
を
お
客
様
が
選
び
や
す
い
よ
う
に
、
投
資
信
託
を
販
売
し
て
い

る
金
融
機
関
に
お
け
る
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
の
取
組
状
況
が
比
較
可
能
な
「
共
通
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
を
策
定
し
、
各
金
融
機
関
に
対
し
、
そ
れ
を
公
表
す
る
よ
う
働
き
か

け
て
い
る
こ
と
を
知
っ
て
い
ま
す
か
。

（
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
係
る
取
組
方
針
」
・
「
自
主
的
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
、
「
共
通
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
の
い
ず
れ
か
を
知
っ
て
い
る
人
）

「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
係
る
取
組
方
針
」
・
「
自
主
的
な
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
と
「
共
通
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
の
内
容
を
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
よ
う
に
し
て
知
り
ま
し
た
か
。

（
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
係
る
取
組
方
針
」
・
「
自
主
的
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
、
「
共
通
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
の
い
ず
れ
か
を
知
っ
て
い
る
人
）

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
取
引
に
関
す
る
判
断
（
金
融
機
関
の
選
択
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
・
継
続
・
解
約
、
資
産
運
用
を
行
わ
な
い
等
）
に
あ
た
っ
て
、
各
金
融
機
関

が
公
表
し
た
「
取
組
方
針
」
や
「
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
を
参
考
に
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

各
金
融
機
関
が
「
取
組
方
針
」
や
「
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
を
公
表
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
真
に
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
に
努
め
て
い
る
金
融
機
関
を
選
び
や
す
く
な
る
と
思
い
ま
す

か
。

（
各
金
融
機
関
が
「
取
組
方
針
」
や
「
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
を
公
表
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
に
努
め
て
い
る
金
融
機
関
を
選
び
や
す
く
な
る
と
思
わ
な
い
人
）

前
の
質
問
で
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
に
係
る
取
組
方
針
」
・
「
自
主
的
な
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
と
（
ま
た
は
）
、
「
共
通
Ｋ
Ｐ
Ｉ」
を
公
表
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
金
融
機
関
を
選
び
や
す
く
な

る
と
は
思
わ
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。

真
に
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
に
取
り
組
む
金
融
機
関
を
選
ぶ
場
合
、
各
金
融
機
関
の
ど
の
よ
う
な
情
報
や
数
値
を
比
較
し
て
決
め
た
い
と
思
い
ま
す
か
。

【
自
由
記
述
】

真
に
「
顧
客
本
位
の
業
務
運
営
」
に
取
り
組
む
金
融
機
関
を
選
ぶ
場
合
、
各
金
融
機
関
の
ど
の
よ
う
な
情
報
や
数
値
を
比
較
し
て
決
め
た
い
と
思
い
ま
す
か
。

【
項
目
選
択
】

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
は
、
顧
客
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
金
融
商
品
を
提
案

し
て
い
る
と
感
じ
ま
し
た
か
。

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
か
ら
資
産
構
成
の
提
案
を
受
け
ま
し
た
か
。
ま
た
、
提
案
を
受
け
た
場
合
に
は
、
そ
の
提
案
に
基
づ
い
て
リ
ス

ク
性
金
融
商
品
を
購
入
し
ま
し
た
か
。

守
秘
義
務
へ
の
同
意
確
認

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
は
、
顧
客
ニ
ー
ズ
や
投
資
に
つ
い
て
あ
な
た
の

考
え
を
十
分
に
聞
い
て
く
れ
ま
し
た
か
。

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
は
、
同
じ
よ
う
な
運
用
対
象
・
運
用
方
法
の
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
が
あ
る
場
合
、
ど
の
よ
う
な
商
品
を
優
先
し
て

提
案
し
て
い
る
と
感
じ
ま
す
か
。

金
融
機
関
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
の
情
報
を
見
て
、
自
分
に
合
っ
た
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
自
分
の
判
断
だ
け
で
選
べ
る
と
思
い
ま
す
か
。

（
金
融
機
関
に
相
談
し
な
い
人
）

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
選
ぶ
に
あ
た
っ
て
、
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
に
相
談
し
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。

1
つ
の
企
業
の
株
式
を
購
入
す
る
場
合
と
、
複
数
の
企
業
に
投
資
す
る
投
資
信
託
を
購
入
す
る
場
合
で
は
、
ど
ち
ら
が
損
益
の
振
れ
幅
が
小
さ
い
と
思
い
ま
す
か
。

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
を
受
け
た
主
な
金
融
機
関
を
１
つ
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

（
提
案
等
に
基
づ
い
て
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
購
入
し
な
か
っ
た
人
）

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
直
近
で
受
け
た
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
に
基
づ
い
て
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
購
入
し
な
か
っ
た
理

由
は
何
で
す
か
。

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
に
つ
い
て
、
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
な
ど
を
受
け
た
時
期
は
い
つ
で
す
か
。

（
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
た
人
）

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
「
Q
8
/
Q
9
」
で
選
択
し
た
金
融
機
関
か
ら
直
近
で
受
け
た
提
案
や
勧
誘
、
ア
ド
バ
イ
ス
に
基
づ
い
て
リ
ス
ク
性

金
融
商
品
を
購
入
し
ま
し
た
か
。

世
帯
の
金
融
資
産
額
は
ど
の
く
ら
い
で
す
か
。

購
入
経
験
が
あ
る
金
融
商
品
を
全
て
選
ん
で
く
だ
さ
い
。

「見える化」の取組みに関する質問
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【資
料
】
質
問
項
目
一
覧
表
②

対
象

概
要

番
号

Q
2
8

Q
2
9

Q
3
0

Q
3
1
/
Q
3
2

Q
3
3

Q
3
4

Q
3
5

Q
3
6

Q
3
7

Q
3
8

Q
3
9

Q
4
0

Q
4
1

Q
4
2

Q
4
3

Q
4
4

Q
4
5

Q
4
6

Q
4
7

Q
4
8

Q
4
9

Q
5
0

Q
5
1

Q
5
2

営業実態に関する質問 金融機関・商品の選定事由に関する質問投資意欲に関する質問 ＮＰＳ®・満足度の質問

質
問
内
容

現
在
保
有
し
て
い
る
金
融
商
品
の
中
で
、
最
も
高
い
割
合
を
占
め
て
い
る
商
品
を
購
入
し
た
理
由
は
何
で
す
か
。

購
入
し
た
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
に
関
す
る
運
用
成
績
に
つ
い
て
、
ど
の
程
度
あ
て
は
ま
り
ま
す
か
。

メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
か
ら
の
コ
ン
タ
ク
ト
の
う
ち
、
受
け
た
こ
と
が
あ
る
も
の
は
あ
り
ま
す
か
。

ま
た
そ
れ
は
知
人
・
友
人
に
も
お
勧
め
し
た
い
と
思
え
る
レ
ベ
ル
で
し
た
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
購
入
す
る
金
融
機
関
を
選
択
す
る
に
あ
た
っ
て
、
複
数
の
金
融
機
関
を
比
較
し
た
い
と
思
い
ま
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
に
あ
た
っ
て
、
過
去
に
、
メ
イ
ン
で
利
用
す
る
金
融
機
関
を
変
え
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。
変
え
た
こ
と
が
あ
る
場
合
、
変
え
た
理
由
は
何
で

す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
中
で
、
現
在
保
有
し
て
い
る
も
の
は
何
で
す
か
。

そ
の
中
で
、
最
も
金
額
の
割
合
が
高
い
金
融
商
品
は
何
で
す
か
。

積
立
投
資
を
行
っ
て
い
る
又
は
行
っ
た
こ
と
が
あ
る
金
融
商
品
は
何
で
す
か
。

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
現
在
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
（
現
在
、
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
が
な
い
方
は
、
直
近
、
メ

イ
ン
で
利
用
し
て
い
た
金
融
機
関
。
以
下
同
じ
）
は
ど
こ
で
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
に
あ
た
っ
て
、
メ
イ
ン
で
利
用
す
る
金
融
機
関
を
選
ん
だ
理
由
は
何
で
す
か
。

ま
た
、
そ
の
中
で
、
最
も
大
き
な
理
由
は
何
で
す
か
。

こ
こ
２
～
３
年
で
、
ご
自
身
で
は
当
初
購
入
す
る
つ
も
り
が
な
か
っ
た
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
に
お
願
い
さ

れ
、
実
際
に
購
入
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

こ
こ
２
～
３
年
で
、
長
期
投
資
を
目
的
と
し
て
購
入
し
た
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
に
つ
い
て
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
か
ら
、
あ
る
程
度
の

評
価
損
益
に
な
っ
た
時
に
、
乗
換
を
勧
め
ら
れ
て
売
買
を
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

（
貯
蓄
性
保
険
を
購
入
し
た
こ
と
が
あ
る
人
）

貯
蓄
性
保
険
を
購
入
後
、
途
中
で
解
約
し
よ
う
と
し
た
が
、
解
約
時
の
手
数
料
が
高
い
た
め
に
解
約
を
断
念
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
後
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
か
ら
、
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
購
入
す
る
際
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
よ
り
、
ほ
か
の
金
融
商
品
と
の
比
較
説
明
を
受
け
た
こ
と
が
あ
り
ま

す
か
。

（
例
え
ば
、
投
資
信
託
の
購
入
を
考
え
て
い
る
場
合
、
貯
蓄
性
保
険
や
外
貨
預
金
な
ど
と
の
手
数
料
や
リ
ス
ク
、
リ
タ
ー
ン
な
ど
に
つ
い
て
の
比
較
説
明
）

資
金
運
用
（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
等
）
に
あ
た
っ
て
、
現
在
利
用
し
て
い
る
（
現
在
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
保
有
し
て
い
な
い
方
は
、
過
去
に
利
用
し
て

い
た
）
金
融
機
関
は
い
く
つ
あ
り
ま
す
か
。

（
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
を
必
要
と
考
え
る
人
）

今
後
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
を
必
要
と
考
え
る
理
由
は
何
で
す
か
。

ど
の
よ
う
な
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
な
ら
、
投
資
を
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
か
。

投資経験者投資未経験者

こ
こ
２
～
３
年
で
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
対
応
が
良
く
な
っ
た
と
感
じ
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
に
あ
た
っ
て
、
メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
サ
ー
ビ
ス
に
満
足
し
て
い
ま
す
か
。

今
後
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
追
加
購
入
す
る
と
す
れ
ば
、
現
在
あ
な
た
を
担
当
し
て
い
る
窓
口
、
販
売
担
当
者
か
ら
購
入
し
た
い
と
思
い
ま
す
か
。
ぜ
ひ
購
入
し

た
い
1
0
点
、
ま
っ
た
く
購
入
す
る
つ
も
り
は
な
い
0
点
と
し
て
、
1
1
段
階
か
ら
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。

現
在
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
を
購
入
し
て
い
な
い
理
由
は
何
で
す
か
。
ま
た
、
そ
の
中
で
、
最
も
大
き
な
理
由
は
何
で
す
か
。

今
後
あ
な
た
は
、
リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
は
必
要
だ
と
思
い
ま
す
か
。

リ
ス
ク
性
金
融
商
品
の
購
入
に
あ
た
っ
て
、
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
点
に
満
足
し
て
い
ま
す
か
。

こ
こ
数
年
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
又
は
金
融
機
関
自
体
の
対
応
に
つ
い
て
、
不
満
を
感
じ
る
点
が
あ
り
ま
し
た
ら
お
答
え
く
だ
さ
い
。

【
自
由
記
述
】

メ
イ
ン
で
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
の
窓
口
、
販
売
担
当
者
に
つ
い
て
、
あ
な
た
は
友
人
や
知
人
に
ど
の
程
度
薦
め
ま
す
か
。
ぜ
ひ
薦
め
た
い
1
0
点
、
ま
っ
た
く
薦
め
た

く
な
い
0
点
と
し
て
、
1
1
段
階
か
ら
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。
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